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　1．　問題の所在

　小売企業における「バイヤー」とは、消費者に再販売する商贔を販売企業から購買する

課業の担当者である。部門構造によって小売企業間で専門化の程度に違いはあるが、バイ

ヤーは自分の帰属する組織の代表者として販売企業との取引に対応しており、「商品取引の

窓口」となっている。このバイヤーの課業環境は、ここ数年間で変化した。その変化のき

っかけは、流通産業における情報システムの普及である。これまで日本の小売企業は経営

システムのなかに情報システムを積極的に導入し続けてきた1。

　たとえばコンビニエンス・ストアでアルバイトをする女子高生が商品発注を行うという

事例2は、情報システムの導入によって商品購買機能の～部がバイヤーから販売平押者に移

転したことを象徴している。しかもこの事例によれば、従来熟練のバイヤーが行っていた

発注業務が、アルバイトという商品購買経験のない販売担当者によって行えるほどに簡素

化している。

　また百貨店では、情報システムの導入を背景として干たな仕入販売形態が試みられてい

る。それは「自主MDjまたは「自主編集売場」などと呼ばれている3。自主MDとは小売

業者が完全買取条件で販売企業から商品を購買し、売場を自社社員で運営する商品政策で

ある。この自主MDの積極化は次に述べる情報システムの導入効果を前提としている。そ

の導入効果とは、情報システムを通じて得る販売時点情報を利馬することで、購買経験や

1日経流通新聞、2003年6月26日、第9面、「第36回日本の小売業調査」
2日経流通新聞、2003年5月29日、第3面、「現場のすご腕　io代の感性店キラリ」

3たとえば岩田屋は1995年に完全買取条件で商品を購買し、情報システムを背景とした「自主

　MD」に取り組んでいた（日経ビジネス「短期連載一IT経営の光と影」、2000年10月16
　日、ppj82－185）。また三越百貨店は1999年から展開している自主編集売場「戦略平場」を

　独立採算性のもとで運営しようとしている（日経流通新聞、2003年8月5日、第5颪、「三
　越の自主編集売場、仮想会社で責任体制に」）。
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販売経験に依存することなく担当者の誰しもが、在庫損失と機会損失を最小化する最適な

品揃えを決定できるという情報処理能力の向上効果である。

　しかし小売経営への情報システムの導入が進む一方で、新たな問題が指摘され続けてき

た。たとえば先の百貨店にみる自主MDの場合、情報システムから得られるデータに偏重

して「売れ筋」の商品を優先的に購買し、店頭で品揃えしたために、期待するほど売場の

業績が改善しないという事例がある4。この事例は小売経営への情報システムの導入が必ず

しも高い販売業績に結びつくとは隈らないことを示している。

　そこで本稿ではバイヤー5のリスク選好と商品購買行動との関係に焦点をあて、小売経営

への情報システム導入に潜在する問題を考察する。なお本稿ではバイヤーの商晶購買行動

を次の観点で考察する。まずバイヤーは所与の予算を制約条件として販売企業から商品を

購買すると考える。以下、本稿ではこの予算を「在庫予算」と呼ぶ。次にバイヤーの商品

購買行動は限られた在庫予算を取引機会に投資することで、次期売土高を増大させる目的

にしたがう一種の投資行動とみなす6。したがって本稿では商品購買意思決定を在庫予算の

投資意思決定とみなすことになる。以上の観点から本稿はバイヤーのリスク選好と商晶購

買行動の関係を考察する7。

　2．　関連文献のレビュー

　バイヤーの商品購買行動に関連する先行研究8は経験や性別などバイヤーの属性要因に

焦点をあて、「収益性」や「販売可能性」などの購買する商品または販売企業に求める要件

（商品購買要件：merchandising　requlrements）とバイヤーの商品購買成果の関係を分析して

いる（Davies，1994；Ettenson　and　Wagner，1986；Francis　and　Brown，1985；照ine　and　Wagner，

1994）。関連する先行研究によると、経験年数の違いが商品購買意思決定における情報処理

能力に違いを生み出す。さらにll青報処理能力の違いは、その情報処理結果としての意思決

4情報システムに依存したデータ至上主義により岩田屋の自主MDの失敗したことが述べられ

　ている（日経流通新聞「九州一の百貨店にする、岩田屋・佐久間美成社長に聞く」、2002年

　7月9日、第2面）
5ここではバイヤーとして個人か組織かに関係なく、商品購買の最終的な意志決定者を想定す

　る。

6これと周様の視点はHat飼d　et　al（1998－1999）にもみられる。この論文では産業財購買行動研

　究の成果を取り上げて、投資意思決定モデルの課題について論じている。

7なおリスク選好が在庫予算配分に違いを生み出すことは、おもに酒井（1982）に依拠して考

　察している。詳しくは酒井（1982）、149－158を参照のこと。

8この先行研究に関してはHanse且and　Sky｛te（1998）、坂川（2003）を参照のこと。
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定内容にしたがった二二購買行為、そしてバイヤー間での商品購買成果に違いを生み出す。

つまり経験年数の多いバイヤーほど商品購貿意思決定に求められる情報処理能力は高く、

商品購買要件を高いレベルで満たす商品を購買することができる。そしてバイヤーは、そ

の結果として高い商品購買成果を達成できる。

　そして先行研究は、バイヤー問での清報処理能力の違いを購買意思決定でのヒューリス

ティヅクの違いで説明する。先行研究の想定する購買意思決定でのヒューリスティックと

は線形代償型のヒューリスティヅクである。それは購買対象となる商品の全体的評価を従

属変数とし、相対的重要度の異なる複数の商品購買要件を独立変数とする関数として表す

ことができる。そして先行研究によると独立変数となる商品購買要件、その係数となる相

対的重要度は、バイヤーの惰報処理能カレベルに加えて購買状況に依存して決まる。たと

えば再購買や修正再購買では購買対象となる商品の収益性、つぎに販売可能性が優先され、

新規購買では販売可能性、つぎに収益性が優先される（£総額son　and　Wag擁er，1986）。そして

バイヤーの経験年数は情報処理能力レベルを決定し、商品購買状況に適した商品購買要件

と相対的重要度の決定に影響する（照ine　a難d　v～1agner，1994）。　Davies（1994）によるとバイ

ヤーの経験年数は、商品購買意思決定において取得する清報の質的側面に違いを生み出す

という。経験年数の少ないバイヤーほど商品購買意思決定において、購買対象商品のマー

ジン率や小売販売価格などの客観的に評価可能な情報を取得し、商品購買意思決定のヒュ

ーリスティックで使用する傾向が強いという。反対に経験年数の多いバイヤーほど商品購

買意思決定において主観的にしか解釈できない情報を取得し、商品購買意思決定のヒュー

リスティックで使用する傾向が強いという。

　このように先行研究によるとバイヤーには、経験年数で商品購買意思決定での情報処理

能力に違いがあり、その違いが商品購買成果の違いを生みだしている。この主張のように

バイヤーの情報処理能力が商品購買成果に影響を及ぼすならば、小売経営での情報システ

ムの導入は、バイヤーの情報処理能力における経験への依存性を低め、商品購買成果の平

均レベルを向上させると考えられる（Lock磁and　HQIIand，1991；上原，1996；小川，1999）。

たとえば上原（1996）によるとPOSシステムのデータを利用することで小売企業は、商圏

別または商圏横断的な「売れ筋」、「死に筋」、「定番」の商品を識別したり、販売動向に影

響を及ぼす外部要因を識別したりできるようになり、商圏に適応的な品揃えを決定する精

度が向上するという（pp，152－153）。この商圏適応的な品揃えを実現するのは情報システム

それ薗体ではなく、情報システムを通じて得られる情報をもとに商品購翼を担当するバイ



ヤーである。この商圏レベルで環境適応的な品揃えが形成できる前提として、情報システ

ムの導入によってバイヤーの情報処理能力が向上するという仮定がある。

　以上のように先行研究はバイヤーの情報処理能力が高まることによって、購買状況に適

したヒューリスティヅクにしたがい商品購買意思決定が行われると考えてきた。つまり情

報処理能力の高いバイヤーほど、購買状況に適した商品購買要件を設定することができ、

さらに商品購買要件に関連する的確な情報を取得して、商品購買意思決定を行うことがで

きる。そして小売経営への情報システムの導入は商晶購買意思決定の経験依存度を低め、

経験年数におけるバイヤー間での情報処理能力格差を縮小することに貢献する。しかし

Ettenson　and　Wagner（！986）の主張するように購買状況に適した商品購買要件を満たす商

品を購買することがバイヤーに期待されるとしても、その結果購買された商品を品揃えす

る売場の販売業績一回転率や利益率を高めるとは限らない。

　3．　バイヤーのリスク回避態度と商晶購買行動の関係9

　以下ではバイヤーは商品購買行動においてリスク回避的であると想定し、リスク回避態

度の違いが商品購環行動に及ぼす影響を考察する。ここでは2人のバイヤーloを想定する。

それぞれをバイヤーA、バイヤーBとする。リスク回避選好の程度はバイヤーAの方がバ

イヤーBよりも強いとしよう【1。このリスク回避態度の違いに焦点を絞るために、その他

の条件、たとえば在庫予算額、将来の販売状況に対して推測する主観的な生起確率、商品

購買を担当する売場の標的市場、品揃え構域などリスク回避選好以外の商品購買に関わる

諸条件は等しいとする。また以下では、商品購買意思決定においてバイヤーの考慮するリ

スクとして、市場の需要変動にともなって生じる商品の販売上のリスク（以下、販売リス

ク）を考える12。

9なお本稿で使用するモデルに関レては補足2を参照願いたい。

mここでは議論を単純化するために意志決定者を個人に想定した。なお購買意思決定が組織的

　に行われる場合に関しては、台意形成後の商品購買行動を想定するすることによって、ここ

　での議論を適用できると考えている。
11バイヤー間でのリスク回避態度の違いを生み出す要因として、バイヤニの所属する小売企業

　の組織的な条件が考えられる。たとえば企業の資本力、業績評価基準、リスクに対する組織

　風土などである。本稿ではこれらの条件を同質とみなしてもなお、バイヤー間にはリスク回

　避態度に違いがあると想定している。その違いがバイヤーの個人属性、すなわち経験である。
】2

{稿では丸山（1988）でのリスクの定義と同様に「需要状況の不確実性」にもとつくリスク

　のみを考える。なお丸山（エ988）の指摘するように価格不確実性と需要不確実性があるが、

　本稿はバイヤーが通常小売価格を与件として需要不確実性を推測し、商品購買行動をとるも
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　次に商品購買を行う時点でバイヤーAとバイヤーBは、取引条件の異なる2つの取引機

会を通じて販売企業から商品を購買するとしよう。ここで想定する2つの取引機会は前述

した販売リスクに関連して、取引成立時点の取引条件によって買い手が販売リスクを負担

しない「安全取引」と買い手が販売リスクを負担する「危険取引」である。さらに取引機

会に応じて取引先と商品をそれぞれ「危険取引先」と「安全取引先」、「危険商品」と「安

全商品」とする。なお議論を単純化するためにバイヤーは販売企業とブランドごとに同一

の取引条件を設定して取引するものと考える。

　まず安全取引とは、将来の販売状況に関係なく～定の売上高を確実に得ることのできる

取引機会である。この安全取引には小売価格での返品（以下、小売価格返品）をともなう

取引機会があるB。小売価格返品とは、販売企業が二二に売れ残った商品を小売価格で買

い戻す返品条件である。したがって小売価格返品を条件に商品を購買したバイヤーは、店

頭の販売状況に依存することなく事前に約束された一定の売上高利益率14を達成すること

ができる。

　次に危険取引とは、安全取引よりも高い収益率を期待できるが、その取引条件によって

販売状況に応じて収益が変動する取引機会である。たとえば卸売価格での返品（以下、卸

売価格返品）を条件とした取引機会の場合、小売業者は商品を仕入れた際の卸売価格で期

末の商品在庫を販売企業に返品できる。したがってこの取引機会の収益は定価の小売価格

で完売した売上高から期末商品在庫分の小売マージンを差し引いた残りに等しくなる。ま

た「スポット取引」に～般的な完全買取では、期末在庫を返品できない。そのため買い手

の小売業者が購回した商品の販売リスクを三二的に負担することになる。その他の取引条

件一消化取引、リベート条件の付随する取引も危険取引である15。

　さてバイヤーAとバイヤーBは二三に述べた安全取引と危険取引という2つの取引機会

　のと考える。

B丸山（ig88）の議論にしたがっている。丸山（1988）によると返品付買取であっても、小売

　価格での買い戻しを条件とするのか、あるいは卸売緬格での買い戻しを条件とするのかによ

　って、売上高に着目した場含に買い手である小売業者の負担するリスクは異なる。詳しくは
　丸山（1988）59－87頁を参照のこと。
14

ｱれは売上高から仕入原価を引いた糧利益を売上高で翻った利益率である。
15
ｽだし本稿の議論では消化取引を条件とする商品購買行動は考察の対象に含めない。なぜな

　らば消化取引の場台、商品の所有権は購買時点ではなく販売賭点に販売企業から小売業者へ

　移転するため、バイヤーの商晶購買行動が在庫予算による制約を受けないからである。本稿

　の議論は在庫予算を制約条件とする商品購買行動を前提としているため、この限界を抱えて

　いる。ゆえに本稿の議論は販売活動に先立つ疇点で商取引が生じるような商贔購買行動に焦

　点をあてていることになる。
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を通じて、また所与の在庫予算Wを商品購買行動における予算制約条件として、販売企業

から商品を購買するとしよう。なおバイヤーAとバイヤーBは商品購買で在庫予算Wをす

べて消化する。

図1　リスク園避的な商品購買行動
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　まず図1ではバイヤーA、バイヤーBの無差別曲線が、ともに原点に対して凸型で描か

れている。この無差別曲線の形状はバイヤーAとバイヤーBがリスク選好において「回避

的」であることを表している。さらに同じようにリスク回避的な態度を形成しているが、

バイヤーAの方がバイヤーBよりも原点に対する屈折の角度が小さくなっている。これは

リスク回避態度の強さと無差別曲線の関係にもとづいており、バイヤーAの方がバイヤー

Bに比較してリスク回避態度が強いことを表している。

　次に図1の横軸W正と縦軸W2は、安全取引と危険取引という2つの取引機会のもとで、

販売状況に応じて決まる総収益（危険商品と安全商品の収益の和）である。まず横軸W正

の値は危険取引において確率πで生起する販売状況での総収益である（販売状況W∂。次

に縦軸W2の値は危険取引において確率1一πで生起する販売状況での総収葦である（販

売状況W2）。以下では販売状況W［を「好況」、販売状況W2を「不況」と考え、バイヤー
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にとってコントロールできない外部環境要因として経済状況に着目し、経済状況が需要変

動を引き起こし、危険取引を通じて購買した商品の販売成果に及ぼす影響のみを考える。

なお販売状況Wiは購買した危険商晶が好況により完売した販売状況であり、W2は購買し

た危険商品が不況により完売することなく、在庫を発生させた販売状況とする。

　そして國1に描かれている機会制約線は、所与の在庫予算Wのもとで販売状況W1の

生起確率πおよび各販売状況閤の投資収益率の比r2／rユを一定と想定した場含、安全取

引と危険取引から選択的に商贔を購買した結果として得る総収益の組み合わせを表してい

るi石。危険取引に対する期待収益率が十分に大きいならば、バイヤーはすべての在庫予算

を投じて危険取引から商品を購買することになる。その時の商品購買行動は（W＋fla，　W

＋r2a）を選択する投資意思決定に一致する。

　最後に原点から延びる45度の直線は確実線である。確実線と機会制約線の交点は常に

Wl＝W2－W’であり、販売状況に依存することなく総収益W’が得られることを表している17。

この確実線上での商品購買行動は、すべての在庫予算Wを投じて安全取引から商品を購買

することを表している。

　以上よりバイヤーAとバイヤーBはリスク回避態度のもとで次の3つの商品購買行動を

とる。

1．

2．

3．

W1＝W2鷲W’という点を選択して、すべての在庫予算Wを投じて安全取引から商品

を購買する

（W＋rよa，W＋r2a）という点を選択して、すべての在庫予算Wを投じて危険取

引から商品を購買する

（W1，　W2）という点を選択して、在庫予算Wを分配して安全取引と危険取引か

ら商品を購買する

ただしバイヤーAとバイヤーBは岡じ機会制約線のもとであろうとも、相互に異なる商

16

{来ならば安全取引を通じて得る収益は素謡予算W－aと1＋i（iは一定の収益率）の積で
　ある。したがってすべての在庫予算Wを投じて安全取引から商品を購買すれば、W（1＋i）

　の次期収益を得ることになる。この点については補足1を参照のこと。また酒井（1982）、

　156頁を参照のこと。
17

vはW（1＋至）に等しい。この投資収益率iは卸売轟格に対する小売マージンの比率一マー
　ク・アップ率である。
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品購買行動をとる。各バイヤーにとって最：適な商品購買行動は、各バイヤーの無差別曲線

と機会制約線の接する点で決まる。この接点が商品購買行動における在庫予算配分の最適

解となる。したがって図1で明らかなように同じ機会制約線のもとで、リスク回避態度の

強いバイヤーほど安全取引を通じて商品を購買することに積極的となる。

　ここに述べたバイヤーのリスク回避態度と商品購買行動の関係をもとにして、以下では

情報システムの導入によってバイヤーの商品購買行動にどのような変化が生じるのかを考

察する。

　4．　リスク回避的なバイヤーにみる『情報システムの逆機能』’

　前述したように先行研究によると購買意思決定においてバイヤーは、購買対象となる商

品について商品購買要件を決定し、それに関する情報を収集し、収集した情報を総合的に

判断するという情報処理作業を行っている。そして情報処理能力の高いバイヤーほど、購

買状況に適した商品購買要件を決定し、それについて的確に判断できると考えられている。

さらに先行研究は、その情報処理が完全ならば、そのバイヤーの業績は不完全な情報処理

を行うバイヤーよりも高いと考えた。また先行研究はバイヤー問での情報処理能力の違い

を、経験というバイヤーに内在する要因によって説明できると考えた。

　また先行研究によると小売経営に情報システムを導入することは、購買意思決定におい

てバイヤーの負担する情報処理負荷を減らす。情報システム導入以後、頻繁に担当売場へ

足を運び、売場のマネジャーや販売担当者に商品の販売動向を尋ねたり、一日の売上状況

を確認したりして、その日々の販売数値を把握する必要性はバイヤーにとって低くなる。

なぜならバイヤーは導入された情報システムを利用することで、レジを通過することに汲

み土げられる販売時点情報をデスクで確認し、得た情報を加工することで売上高利益率や

在庫回転率、坪効率：を商品ごと、ブランドごと、取引先ごとに評価できる。たとえば売上

高利益率や在庫回転率などの成果指標をもとにして購買したブランドをランク付けし、再

購買または修正再購買するブランドを決定したり、取引を停止するブランドを決定できる。

またバイヤーは得た情報をもとにして、既に取引のある販売企業の営業担当者に取引条件

の見直しを要求したり、新たな取引先に対しては競合するブランドの販売実績と取引条件

を開示して、有利な取引条件を引き出すことができる。

　このように情報システムの導入によって、商品購買意思決定でバイヤーの負担する情報

処理負荷は軽減される。とくに情報処理負荷の軽減というメリヅトは、経験年数の少ない
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バイヤーにおいてほど大きいと考えられる。前述した売場担当者や販売担当者との対面に

よる情報のやり取りを通じてしか得ることのできなかった店頭情報が、情報システムを通

じて自動的に収集されることで、経験年数の格差に関係なくバイヤーは同じ情報を手に入

れることができる。つまりバイヤーの人手によって行われていた情報収集作業が情報シス

テムに代替されることによって、経験年数の格差に依存したバイヤー聞の情報処理能力の

格差は小さくなる。また収集した情報の整理や分析に関しても、経験年数の多い熟練バイ

ヤーのノウハウをソフト化して情報システムに組み込むことができれば、取引機会の全体

的な評価に関しても経験年数の格差の影響は小さくできる。i8

　しかし情報システムの導入効果が情報処理負荷の削減を通じて商－品購買行動における

情報処理作業の効率性を高めるとしても、その有効性までも高めるとは限らない。つまり

情報システムを利用することで情報収集や分析にともなう精神的・肉体的・時聞的な負担

が削減されたとしても、その情報処理プロセスを通じて得た「答え」は、購買した商品を

店頭で販売して得られる「答え」に一致しない。とくにリスク回避的なバイヤーが取引機

会の収益性と販売可能性を優先したヒューリスティックスにもとづいて商品購買意思決定

を行う場合、その合理的な商品購買行動が売場の競争力を低下させる可能性がある。

　4．壌．商品購買意思決定に対する情報システムの影響

　考察に先立ち、バイヤーは商品購買意思決定において収益性と販売可能性を優先的に重

要視すると想定する。なお以下で収益性は小売マージン率19、販売可能性は購買した商品

が完売する販売状況についての主観的な確率とする。この定義と先述のモデルにもとづい

て、情報システムの導入がバイヤーの商品購買行動に及ぼす影響を考察する。

18

ｬ川G999）で取り上げられているディスカウントストア「ジェーソン」の事例は、情報シ
　ステムの導入がバイヤーの商ξ妻1購買行動に及ぼす影響を代表している。同書、256－268頁を

　参照のこと。
19

ｬ売マージン率は卸売価格で小売マージンを割った比率と定義する。マーク・アップ比率
　（markup　perce漁ge）ともいう。小顔滋人（197i）『小売競争の理論』p．5を参照のこと。
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図2情報システム導入による商品購買行動への影響
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筆者作成

　ここでもバイヤーは、：在庫予算Wを所与として2つの取引機会一安全取引と危険取引を

通じて商品を購買するとしよう。ただし危険取引は完全買取を条件とする。したがってす

べての在庫予算Wを投じて安全取引から商品を購買した場合は（W’，Wり、危険取引か

ら商品を購買した場合は（W＋r正a，0）をバイヤーが選択することになる。

　情報システムを導入する以前までバイヤーは、その情報処理能力の限界から危険取引に

おける販売状況W正の生起確率πを実際よりも過小評価：π〈π’（または過大評価：π〉

π” jしていたとしよう。そして情報システム導入後、バイヤーは商品購買意思決定にお

ける情報処理負荷が軽減されると同時に、精度の高い販売時点情報を入手できるようにな

る。そしてバイヤーは、販売状況W正の生起確率πを修正して新たな生起確率π’（または

π” jのもとで商品購買意思決定を行う。この生起確率πの修正によってバイヤーは、情

報システム導入以前に過大評価傾向にあった無差別曲線を左斜め上方に移動させるか、あ

るいは過小評価傾向にあった無差別曲線を右斜め下方に移動させる。そしてバイヤーは、

修正後の無差別曲線のもとで期待効用を最大化する合理的な商品購買行動をとる。

　過小評価傾向にあった場合、バイヤーは情報システムの導入以前に比較すると危険取引

を通じた商品購買に対して積極的となる。図2でいえばバイヤーにとって（Wla，　W2a）

10



ではなく（W聖a7，　W2a’）を選択することが、期待効爾を巖大化するヨリ合理的な商品購買

行動となる。反対に過大評価傾向にあった場合、バイヤーは（Wla，　W2a）ではなく（W，

W）を選択することで、ヨリ合理的な商品購買行動をとることになる。図2のバイヤー

では危険取引を通じて商品を購買するよりも、すべての在庫予算Wを投じて安全取引から

を商品を購買することがヨリ合理的な商晶購買行動となる。

　したがって過小評価の場合、他の条件が一定であればバイヤーは危険取引からの購買量

を増大させる。たとえばバイヤーが危険取引を通じて購買する商品を完売する確率の高い

「売れ筋」の商品であると判断するならば、次期の商品購買で当該商晶の購買数量を増大

させる。その一方で過大評価の場合、他の条件が一定であればバイヤーは危険取引からの

商品購買量を減少させる。たとえばバイヤーは嚢該商品を完売する可能性の低い「死に筋」

の商品と判断し、次期の商品購貿で購貿数量を減らす。

　このようにして情報システムの導入により、販売可能性一販売状況W1の生起確率πに

対するバイヤーの判断精度が高まると、「売れ筋」や「死に筋」に対する商品購買行動の合

理性が高まる。さらにバイヤーは取引機会の販売可能性だけではなく、その収益性に関し

ても判断精度を高めることで、商品購買行動における合理性を高めることができる。

　図2をもとにして、前述した商品購買行動の変化を確実線と無差別曲線、機会制約線の

位置関係で捉える。

圭1



図3回報システム導入による商品購買行動の変化
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筆者作成

　図3は確実線と無差別曲線の位置関係に焦点をあてて、情報システム導入前後における

バイヤーの無差別曲線の変化を示している。B、　B’、　B”は確実線と無差別曲線の交点であ

り、各交点での接線は販売状況W1と販売状況W2の生起確率の比：一π／1一πに等しい。

したがって接線の傾きから、販売状況Wiの生起確率πの値は、　B’＞B＞B”という大小関

係にあることがわかる。またB、B’、　B”では確実線と接していることから明らかなように、

Wl＝W2の関係が成立している。

　リスク回避的なバイヤーが危険取引から下冷を購買する条件は、図3において機会制約

線の傾きr2／r1が、無差別曲線と確実線の交点における接線の傾き一π／1一πよりも絶

対値において小さいという大小関係で表すことができる。したがって過小評価修正後のB’

の場合、他のB、B”と比較すると、傾きの絶対値がヨリ大きな機会制約線でも、危険取引

から商品を購買する行動が選択される。すなわち期待効用を最大化するという合理的な商

品購買行動にしたがうならば、バイヤーは販売可能性に応じて危険取引から商品を購買す

る収益性の下限を決定する。

　ここで商品購買における取引条件と機会制約線の関係を次のように考える。機会制約線

の傾きである収益率の比エ’2／1㍉は、バイヤーと販売企業の営業担当者が掛け率や返品条
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件、リベート条件などについて交渉した結果として決まる。以下では最終的に合意された

収益率の比r2／r1を前提として、バイヤーに合理的な商品購買行動を考える。

　まず完全買取を条件とした危険取引の場合、他の条件を一定とすると小売マージン率の

増大とともに機会制約線の傾きの絶対値は小さくなる。つまり小売価格に対する卸売価格

の比率が小さくなるほど、機会制約線の傾きの絶対値は小さくなる。

図4　小売マージン箪による商品購買行動の変化
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筆者作成

　図4のように在庫予算W、販売状況W監の生起確率πが同じならば、バイヤーの無差別

曲線は傾きの絶対値の小さな機会制約線とE”（W乏a”、W2a”）で接iすることになる。つま

りバイヤーにとって小売マージン率の高い方の危険取引から三三を購買することが期待効

用を最大化するヨリ合理的な商品購買意思決定となる。

　次に卸売価格での二二条件は、1つの商品も売れない販売状況W2における小売業者の

収益を最低保障する取引条件と考えることができる。この取引条件のもとでは販売状況

W2における収益はゼロではなく、危険取引へ配分された在庫予算aに～致する。したがっ

て販売状況W2における収益率r2の絶対値が小さくなり、機会制約線の傾きの絶対値も小
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さくなる。

図5　卸売価格返品による商品購買行動の変化
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筆者作成

　図5においてバイヤーがすべての在庫予算Wを危険取引からの商品購買に投じた場合、

完売した販売状況W1でWla”、すべて売れ残った販売状況W2でaの収益を得る。そして

先述したことと同様にして、バイヤーの無差別曲線との接点E”（W正a”、W2a”）が合理的

な商品購買行動を決めることになる。

　以上のように小売マージン率が高いほど、また卸売価格返品が付与されると機会制約線

の傾きは絶対値において小さくなる。したがってバイヤーにとって台理的な商品購買行動

は、機会制約線の傾きの絶対値が相対的に小さい危険取引から商品を購買することである。

リスク回避的なバイヤーは完全買取を条件とする場合、小売マージン率の高い取引機会を

選択することで合理的な商品購買行動をとる。またリスク回避的なバイヤーは小売マージ

ン率が同じ場合、卸売価格返品を条件とする危険取引を選択することで合理的な商品購買

行動をとる。したがって小売マージン率の高さと卸売価格での返品条件の有無により、リ

スク回避的なバイヤーにとって合理的な商品購買行動が決まることになる。そしてこの期
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待効用の最大化を追求する商品購買行動の変化のベクトルは販売状況Wlの生起確率πに

依存しない。すなわちリスク団避的なバイヤーは主観的に判断した確率πに関係なく、期

待効用を叢大化するために小売マージン率の高い取引機会あるいは卸売価格での返品条件

付の取引機会を優先的選択する。

　ここに述べた商品購買行動は、期待効用を最大化する目的にもとつく購買意思決定を前

提としている。しかしこの商品購買行動がリスク園史的なバイヤーにとって合理的である

としても、その他の目的一店舗間競争の罠的にとって合理的な購買意思決定であるとは限

らない。

　4．2．取引条件による小謡活動の制約性

　前述したように小売マージン率が高かったり、卸売価格での返品が可能であると、リス

ク回避的なバイヤーはヨリ高い期待効用を満たすことができる。ただし販売企業からすれ

ば高い小売マージン率を設定すること、および卸売価格での返品条件に承諾することは、

さもなければ得ることのできる収益を犠牲にすることになる。販売企業は小売マージン率

を高く設定することで、所有権移転に伴って発生する収益を削っている。また販売企業は

卸売価格で返品を受けることで、完全買取であれば負担することのない費用を負担し、そ

の分の収益を失っている。このように販売企業が自らの収益を削って小売業者との取引に

応じる理由としては、後述する販売企業の意図を考えることができる。

　まず卸売価格での返品条件の場合、販売企業は自社商品の販売リスクを負担することに

なる。販売企業が一端所有権を移転した商品について、返晶により小売業者の販売リスク

を負担する園的は様々である。たとえば取引先を開拓するという圏的、ブランド・イメー

ジを維持するという目的、流通経路内に滞留する商品在庫を抑制する目的を考えることで

きる（倉澤，1991）。これらの目的を広義に解釈するならば、販売企業による販売リスク

の負担はマーケティング翻的にもとづいている。つまり小売業者との取引で商品在庫の返

品を受け入れるという条件は、販売企業によるチャネル統制手段の1つである（高嶋，

1995）2。。販売企業が買い手の小売i業者からマーケティング屋的に協力的な姿勢を引き出

すために、返晶条件を自ら提示するかもしれない。あるいは買い手の小売業者が販売企業

2｛，

ﾆくに買い手となる小売業者が店舗差別化に成功し、自社製品の差別化に影響力を持つ場合、

　販売企業は小売業者の販促活動やサービス活動を統制して、マーケティング羅的を達成しよ
　うとする。高嶋（1995）、39・64頁を参照のこと。
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の市場不確実性を吸収する能力に期待して返品条件をi要求し、その代償として販売企業の

マーケティング目的に協力するかもしれない。いずれにせよ販売企業は、返品条件を手段

として買い手の小売業者からマーケティング目的に協力的な販売活動やサービス活動を引

き出すと考えられる。

　次に取引条件における小売マージン率の増大は、販売企業にとって卸売価格の減少を意

味する。また販売個数や販売額に応じたりベートは、実質的にみると販売状況に応じて小

売マージン率を引き上げることになる。このようにして販売企業は直接的・間接的に小売

マージン率をコントロールする。

　販売企業が小売業者との取引において高い小売マージン率を設定しだり、リベートを設

定することに積極的となるのは、その取引が新製品の販路開拓を目的とする場合である

（Pellegrini　and　Zanderighi，1991）。販売企業にとって新製品の市場導入は、新たな成長機会

を開拓する意味で戦略的に重要である。新製品の製品コンセプトが「ブランド」として市

：場で認知されることによって、その新製品の販売企業は「ブランド」を機軸として製品ラ

インを拡大したり、新たな市場セグメントを開拓する機会を得ることができる。とくに商

品カテゴリーさえも確立していない革新的製品を市場に投入する場合、販売企業は、製品

認知度を高めるために標的顧客に対するプル戦略だけではなく、流通業者に対するプッシ

ュ戦略にも経営資源を積極的に投入する必要がある。そこで販売企業は小売業者から自社

のマーケティング目的に対して協力的な小売活動やサービス活動を引き出すために小売マ

ージン率を高めたり、リベート条件を提示する。このようにして新製品のマーケティング

目的に適したチャネルを開拓するのである。

　以上のように高い小売マージン率や返品条件は、小売業者の販売活動やサービス活動を

統制する手段として販売企業に用いられる。他方でリスク回避的なバイヤーにとっては、

これらの取引条件面で魅力的な危険取引から商品を購買することで、自らの期待効用を最

大化する合理的な商品購買行動をとることができる。バイヤーが期待効用の最大化を優先

した商品購買行動をとるならば、販売企業のマーケティング目的が担当売場の販売活動や

サービス活動に反映されることになる。

　ただし販売企業のマーケティング目的に対して協力的な販売活動やサービス活動を提

供することは、販売活動やサービス活動における小売業者の自律性を低める可能性を持つ。

そのため小売業者の直面する販売状況に応じて、この自律性の低下が業績に負の影響を及

ぼすかもしれない。

16



　たとえば購買した商品の売れ行きが悪い場台であろうとも、小売業者は独自の判断で商

品を店頭から引き上げたり、通常小売価格から値引きして販売したりすることはできない

かもしれない。さらに返品条件によって収益の一部が保証されているとしても、売場を訪

れる顧客にとって魅力のない商品を店頭で販売し続けることは売場の品揃えに対するイメ

ージを傷つけたり、さらに店舗自体のイメージさえも傷つけるかもしれない。あるいは商

品の売れ行きが悪い場合、その商品を晶揃えし続けることが販売担当者の販売意欲を低下

させ、その売り場全体の販売力を弱めてしまうかもしれない。これらのデメリットが表面

化した場合、バイヤーの購買した商品が並ぶ売場の業績、さらにその売り場の業績にもと

つくバイヤーの購買成果は高まらないことになる。

　情報システムの導入によって情報処理負荷量が軽減され、リスク回避的なバイヤーが販

売時点情報をもとに期待効鰐叢大化にもとつく合理的な商品購買行動をとるならば、その

合理性の向上が小売マージン率の高い取引機会や返品条件付きの取引機会からの商品購買

に依存するかぎり、ここに指摘したデメリットが潜在することになる。とくに経験年数の

少ないバイヤーほど、情報システムの導入によって上述のデメリヅトを潜在化させるよう

な商晶購買行動をとる可能性が高い。なぜならDav三es（1994）の指摘するように、経験年

数の少ないバイヤーは商品購買意思決定において、客観的なデータに依存する傾向が強い

からだ。したがって情報システムを通じて入手できる売上高利益率、商品回転率などの客

観的なデータは、経験年数の少ないバイヤーにとって優先的に収集される情報であり、ヒ

ューリスティックスにおいても重要度の高い商品購買要件の代理変数として使われると考

えられる。

　5．　まとめ

　本稿では先行研究の主張を踏まえつつ、バイヤーのリスク回避態度が商品購買行動に及

ぼす影響について考察した。さらに小売業で進む情報システムの導入が、リスク回避的な

バイヤーの商品購買行動に及ぼす影響について考察した。最後に本稿の理論的な貢献と課

題について述べ、本稿のまとめとする。

　情報システムの活屠でバイヤーの情報処理能力が高まったとしても、バイヤーの商晶購

買行為と購買成果の関係を一義的に解釈することは難しい。本稿はその理由をバイヤーの

リスク回避態度にあると主張した。情報システムを活用することでリスク圓避的なバイヤ

ーは、取引機会の収益性や販売可能性を少ない情報処理負荷で判断し、自らの期待効朋を
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最大化する合理的な商品購買行動をとることが容易になる。そのためリスク回避的なバイ

ヤーほど売れ筋商品を優先的に購買したり、販売企業のマーケティング目的に協力すると

いう条件付の取引機会から商品を購買する傾向を強めるようになる。特に後者は、購買し

た商品を品揃えする売場の販売活動やサービス活動を制約し、その小売業者としての自律

性を低める可能性をもつ。この自律性の低下が販売状況に適応的な販売活動やサービス活

動を制約する場合、本稿の指摘する「情報システムの逆機能」が表面化することになる。

　本稿の考察には課題がある。とくに次の課題は重要である。小売業者による商品購買行

動を組織的なレベルで定義した場合、組織メンバー問での合意形成のプロセスが最終的に

決定される品揃えの構成を左右する。先行研究によるとバイヤーが個人裁量で商品を購買

する状況が一般的であるとしても、販売リスクの大きい状況では商品購買が組織的に行わ

れるという（McGoldrfck　and　DQuglas，1983）。したがって組織的な商品購買行動では、組織

メンバー間で販売リスクに対する考え方が異なるためにメンバー間でコンフリクトが発生

し、このコンフリクトを解消し合意を形成するプロセスが最終的な商品購買行為を決定づ

けると考えられる。この点で本稿の議論はバイヤーに最終的な品揃え決定権限が委譲され

ているか、すでに組織的な合意が形成されているという状況を想定しており、この商品購

買行動における組織的問題を取り土げなかった。

　謝辞

　この論文を執筆するに当たっては小樽商科大学　高宮：城朝則先生、南山大学　南川二二

先生、香川大学　小宮一高先生に有益なコメントをいただいた。また筆者の参加している

ITS研究会においては、参加する先生方から有益なコメントをいただいた。なお本稿に
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　6．　補足説明

　6．壌．補足筆

　まず安全取引を通じて得る収益は次のように考えることができる。在庫予算：Wのうち危

険取引を通じて商品を購買する予算をaとする。在庫予算Wの全額を商品購買に投じると

すれば、安全取引を通じて商贔を購買する予算はW－aである。安全商品は販売状況に依

存することなく一定の収益を商品の買い手に与える。したがって一定の収益率iを定義す

ることで、安全商贔を販売して得られる収益は（W－a）（1＋i）で表すことができる。

また危険商品の収益率rとするならば、危険商品を販売して得られる収益はa（1十r）

で表すことができる。したがって期末の収益はw（1＋i）＋a（r－i）とな』る。w’

二W（1＋i）、f＝　（r－i）とすればW’＋arツとなる。

　以上より本文中のr2／r1はi＞0とすれば（r2－i）／（r皇一i）である。また販売状況の

定義よりr1＞0、　r2＜0であること、さらにrri＞0から、　r1＞i＞r2という関係が成立し

ている。

　つぎに危険商品の収益率を考える。小売マージンをM、小売価格をPr、卸売価格をPw、

仕入数量をQw、販売数量をQr、期末在庫数量をQiとする。商品が完売した場合、　Qw＝

Qrとなり、　Pr・Qwが売上高を表す。　Pr＝M＋Pwであることから、売上高は（M＋Pw）

Qwとなる。　Pw・Qwは危険取引から商品を購買した在庫予算aに等しい。したがって売

上高はa＋M・Qwとなる。さらにM・QwをPw・Qwで割ると、売上高＝a＋a・M／

Qwとなる。このように商品が完売した場合、すなわち販売状況W1での収益率r1はM／

Qwに等しくなる。　M／Qwは小売マージン率であることから、小売マージン率の増減はr1

の増減に影響する。また安全取引の収益率iとの関係で定義すると、M／Qw＞iでなけれ

ばならない。つまりバイヤーが危険取引から商品を購買する条件として、危険取引の小売

マージン率は、安全取引の小売マージン率よりも大きくなければならない。

　6．2．補足a

　本稿では「バイヤーのリスク回避態度と商品購買行動の関係」を論じる際に、在庫予算

を資産とみなし、リスク回避的なバイヤーを資産投資の意志決定者とし、その三二購買意

思決定を資産投資ポートフォリオの選択意思決定とみなしている。以下ではリスク國避的

な意志決定者の資産ポートフォリオの選択行動について補足する。

　ここでリスク回避的な意志決定者が初期資産Wを持っているとしよう。初期資産Wを
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すべて貨幣とするならば、この意志決定者は貨幣の形で持ち続けることもできるし、その

～部を証券の形で持ち続けることもできる。貨幣であれば将来の状況に関係なく収益率は

ゼロであろう。また証券であれば、将来の状況に依存して収益率が決まるだろう。ここで

将来の状況に関係なく収益率が一定である資産を安全資産、将来の状況に依存して収益率

が決まる資産を危険資産とする。意志決定者が危険資産に投資する部分をa、残りをw－

aとする。意志決定者はすべての資産を危険資産か安全資産の～方、または両方に投資す

るとする。

　そして危険資産の収益率rと、その確率分布を考えよう。πを正の投資収益率r正、1一

πを負の投資収益率r2の発生する確率としよう6議論を簡単にするために将来の状況を好

況と不況のみとし、好況となる確率をπ、不況となる確率を1一πとする。

確率分布＝

　　　　数式1

π：r＝r正＞0の場合

1一π：r町2＜0の場合

その他＝0

（正の収益率）

（負の収益率）

（収益率ゼロ）

したがって安全資産と危険資産に投資して得る将来の資産は次のように求められる。

　　　　　数式2

好況：Wl躍a（1＋r且）＋W－a＝W＋aL

　　　　　数式3

不況：W2＝a（1＋r2）＋W－a＝W＋aL

　上記の数式2、数式3から危険商品への投資額aを除去して収益W2について解くと、

次の機会制約式を導くことができる。
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数式4

w、・互卿（μ）w
　　　　　　　　li　　弓

　さらにリスク回避的な意志決定者が危険資産に投資する条件として、次の関係式が成立

していなければならない。

数式5

クτ　　　r2

　　く　
レπ　1～

数式5が満たされているならば、リスク回避的な意志決定者にとって叢適なポートフォ

リオ選択を次のように図示することができる。

2玉



図6　リスク回避的な意志決定者のポートフォリオ選択
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筆者作成

　ここでリスク回避的な意志決定者の最適なポートフォリオ選択を考えてみる。すべての

初期資産Wを安全資産に投資するというポートフォリオ選択は、図6の（W，W）での選

択を意味する。またすべての初期資産Wを危険資産に投資するというポートフォリオ選択

は、図6の（W＋ar　1，　W＋ar2）での選択を意味する。ただしどの点が選択されるのかは、

意志決定者の無差別曲線との接点で決まることになる。

　図6に描かれているように無差別曲線と機会制約線は点E＊（W正㌔W2＊）で接している。

この接点でリスク回避的な意志決定者の期待効用は最大となる。それゆえにこの接点E＊

（W1＊，　W2＊）での資産配分がリスク回避的な意志決定者にとって最適なポートフォリオ

選択となる。
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